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小清水地域 循環型社会形成推進地域計画 

 
小清水町 

 
令和4年12月 13日作成 

 
１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町村名 ： 小清水町 
面    積 ： 286.89km2 

人    口 ： 4,544人（令和4年3月 31日現在） 

 
(2) 計画期間 

本計画は、令和5年4月 1日から令和10年 3月 31日までの5年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとす

る。 

 
(3) 基本的な方向 

小清水町は、北海道の東北部に位置し、オホーツク海に面した自然豊かな地域である。 

小清水町では、令和4年3月に「ごみ処理基本計画」を策定し、これまで各種施策展開によりご

み排出抑制や資源化を図ってきたが、今後もさらなるごみの減量化に向けて、住民・事業者と行政

が目標や情報を共有し、ごみ排出抑制・減量に協働して取り組んでいく。 

現在、小清水町におけるごみ処理は、生ごみは堆肥化処理、資源物は圧縮・資源化処理、粗大ご

みは粗大ごみ処理施設において破砕処理を行い、一般ごみは一般廃棄物最終処分場にて埋立処分し

ている。 

一般廃棄物最終処分場は、埋立期間が令和7年度までとなっており、埋立残余容量が減少してい

るため、次期最終処分場の整備を行うことを基本的な方向とする。 

生活排水処理については、合併処理浄化槽による生活排水の処理を推進し、生活環境の改善を図

るとともに、公共用水域の水質保全に努める。 

 
(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

北海道では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、「ごみ処理の広域化

計画」を策定している。 

ごみ処理の広域化計画では、全道を24広域ブロックに分けて広域化を進めており、本地域は斜網

ブロックに位置づけられている。斜網ブロックの構成市町村は、現在の 6 市町（網走市、美幌町、

斜里町、清里町、小清水町、大空町）であり、それぞれ単独での処理体制となっているが、現在、

斜網地区廃棄物処理広域化推進協議会を設置し、令和 10 年度供用開始に向けて可燃ごみの広域処

理の検討、協議を進めているところである。 
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(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制する

よう、また認定プラスチック使用製品を使用するよう広報冊子等で啓発・情報提供を行う。 

本地域では、従来よりプラスチック製容器包装廃棄物を分別収集し、リサイクルセンターにて分

別・圧縮梱包した後、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化を委託している。プラス

チック使用製品廃棄物については、当面の間不燃ごみとして埋立処分を継続するが、広域協議等の

内容を踏まえながら、分別収集・再商品化の実施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和3年度の一般廃棄物の排出、処理状況はとおりである。 

 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー 

 
(2) 生活排水の処理の現状 

令和3年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量はとおりである。 

 

 

 
※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 2 生活排水の処理状況フロー 

  

集団回収量 総資源化量

処理後再生利用量

直接資源化量 448 ｔ

0 ｔ 処理残渣量 18.2%

0% 471 ｔ

19.1% 処理後最終処分量

排出量 計画処理量 中間処理量 23 ｔ

2,466 ｔ 471 ｔ 0.9%

100.0% 19.1% 減量化量

0 ｔ

自家処理量 直接最終処分量 0.0% 最終処分量

1,995 ｔ 2,018 ｔ

80.9% 81.8%

92 ｔ 540 ｔ

2,466 ｔ

0 ｔ

0 人 0.0%

4,020 人 88.5% 2,783 人 61.2%

4,544 人 100.0% 1,237 人 27.2% 526 kL/年

83 人 1.8%

524 人 11.5%

441 人 9.7% 253 kL/年

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量
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(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表1のとお

り目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 
表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指標 
現状（割合※1） 

（令和3年度） 

目標（割合※1） 

（令和10年度） 

排 出 量 

事業系 
総排出量 1,518ｔ 428ｔ  （-71.8％） 

1事業所当たりの排出量※2 4.80ｔ/事業所 1.35ｔ/事業所 （-71.9％） 

生活系 
総排出量 948ｔ 839ｔ  （-11.5％） 

1人当たりの排出量※3 165.7 kg/人 151.7 kg/人 （-8.4％） 

合 計 事業系生活系排出量合計 2,466ｔ 1,267ｔ  （-48.6％） 

再生利用量 
直接資源化量 0ｔ (0.0％） 0ｔ    （0.0％） 

総資源化量 540ｔ（21.1％） 274ｔ    （20.2％） 

エネルギー

回収量 

エネルギー回収量（年間の発電電力量及

び熱利用量） 
－ － 

最終処分量 埋立最終処分量 2,018ｔ（81.8％） 459ｔ   （36.2％） 

※1 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋

集団回収量に対する割合 

※2 1事業所当たりの排出量＝（事業系ごみの総排出量－事業系ごみの資源ごみ量）／事業所数 

※3 1人当たりの排出量＝（生活系ごみの総排出量－生活系ごみの資源ごみ量）／人口 

 

《用語の定義》 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 
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※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 

 
  

集団回収量 総資源化量

処理後再生利用量

直接資源化量 182 ｔ
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1,267 ｔ

0 ｔ

92 ｔ 274 ｔ
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(4) 生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくもの

とする。 

 
表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 令和3年度実績 令和10年度目標 

処理形態別

人口 

公共下水道 0人     （0％） 0人     （0％） 

農業集落排水施設等 2,783人  （61.2％） 2,417人  （60.4％） 

合併処理浄化槽等 1,237人  （27.2％） 1,277人  （31.9％） 

未処理人口 524人  （11.5％） 306人   （7.7％） 

合計     4,544人          4,000人      

し尿・汚泥

の量 

汲み取りし尿量 253 kL/年 144 kL/年 

浄化槽汚泥量 526 kL/年 491 kL/年 

合計 779 kL/年 635 kL/年 

 
 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 図 4 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 

 
 
  

0 人 0.0%

3,694 人 92.4% 2,417 人 60.4%

4,000 人 100.0% 1,277 人 31.9% 491 kL/年

41 人 1.0%

306 人 7.7%

265 人 6.6% 144 kL/年

浄化槽汚泥発生量

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

総人口 合併処理浄化槽等
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３ 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア ごみ処理の有料化 

小清水町では、一般ごみ・生ごみは指定ごみ袋、粗大ごみは処理券による有料化を実施している。

資源ごみは無料としている。今後も現在の料金体系を継続する方針だが、ごみ処理量やごみ処理経

費に大幅な変化が生じた場合は、適正な料金体系を検討する。 
 
イ 集団資源回収奨励金 

自治会等が自主的に実施する資源集団回収を促進させるため、実施団体に対する交付制度を実

施している。 
 
ウ 環境教育・普及啓発の充実 

広報紙やホームページを活用してごみの排出抑制や再資源化等に関する情報を発信し、住民・事

業者のごみに対する意識の向上を図る。 
 
エ 小型家電等の拠点回収 

小清水町では、小型家電・古布類について、庁内に専用回収ボックスを設置、無償で回収して

いる。今後も引き続き、広報等で周知・啓発を行う。 
 
オ 生活排水対策 

集合処理する区域では、早期接続の促進のため普及・指導を行う。集合処理が難しい地域におい

て、合併処理浄化槽の設置に対する助成制度を設け、普及促進を図る。 
 
(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法は、表3のとおりである。 

引き続き住民への環境教育、普及啓発活動により、発生・排出抑制と資源化を推進していくとと

もに、排出されたごみの適正処理を行う。 

なお、目標年次において、広域焼却処理施設の稼働が想定されており、焼却施設の稼働に伴い、

分別区分を変更する見込みである。可燃ごみは広域焼却処理による安定化・減量化を図る。不燃ご

み・粗大ごみは適正に埋立処分する。資源物は選別・圧縮を行い、リサイクル推進を図る。 

 
イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物の処理については、生活系ごみの分別区分に準じて処理を継続するとともに、

事業者の責任として、事業者自らあるいは許可業者による処理施設への適正搬入を指導する。 
今後も現状と同様、ごみの発生抑制・減量化に努めた上で、施設に搬入された事業系一般廃棄物

の処理を行っていく。 
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ウ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、農業集落排水処理施設で集合処理する区域では、普及率や水洗化率

の向上により効率的な処理を推進していく。これらが整備されていない地域においては、合併処理

浄化槽の整備を進めて適正処理を図る。 

し尿及び浄化槽汚泥は、斜里町、清里町、小清水町の3町による斜里郡3町終末処理事業組

合において広域処理を行っており、引き続き3町による広域体制で処理を行う。 
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(3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

表4のとおり計画期間において必要な施設整備を行う。 

 
表4 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靭化 

1 最終処分場 
小清水町一般廃棄物最終

処分場事業 
13,500m3 斜里郡小清水町字上徳 R7～R8 - 

（整備理由） 

事業番号1： 現有最終処分場の埋立終了が見込まれ、その後の適正処理を継続するため。 

 
イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表5のとおり行う。 

 
表5 合併処理浄化槽の整備計画 

事業名 事業主体 

直近の整備済 

基数（基） 

（令和3年度） 

整備計画基数 

（基） 

整備計画人口 

（人） 
事業期間 国土強靭化 

浄化槽設置整備事業 小清水町 358 15 65 R5～R9 
小清水町国土強

靭化地域計画 

 
(4) 施設整備に関する計画支援事業 

上記(3)の施設整備に先立ち、表6のとおり計画支援事業を行う。 

 
表6 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 国土強靭化 

1 
小清水町一般廃棄物最終処分場事業

（事業番号1）に関する計画支援事業 

測量調査、地質調査、生活環境影響

調査、基本設計、実施設計 
R5～R6 - 

 
 
 
  



11 

(5) その他の施策 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

リサイクルによる再生資源の有効利用を推進するためには、再生品の利用拡大が重要であるこ

とから、リサイクル製品の率先利用を行うとともに、住民及び事業者に対して再生品の利用拡大を

呼びかけ有効利用を推進する。 
 

イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型家電リサイクル

法に基づき適正な回収・再商品化がなされるように、関連団体や小売店等と協力して普及啓発を行

う。 
 
ウ 不法投棄対策 

普及啓発を促進して分別区分の徹底を進めるとともに、パトロールを強化し、不法投棄防止を図

る。 
 
エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

国の「災害廃棄物対策指針（平成30年 3月）」を踏まえ、令和4年度に災害廃棄物処理基本計画

を策定し、大規模災害時に発生する災害廃棄物の処理を円滑に行うため、災害時の処理体制の確立

に努める。 

 
４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握するとともに、必要に応じて北海道や国と意見交換しつつ、計画の

進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 
 
(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後に処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事

後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 
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2
8

-
7
1
.
8
%
(
R
3
比
）

1
事
業
所
当
た
り
の
排
出
量
(
ﾄ
ﾝ
/
事
業
所
）

1
.
7
1

1
.
5
0

1
.
2
7

1
.
5
4

4
.
8
0

1
.
3
5

-
7
1
.
9
%
(
R
3
比
）

総
排
出
量
(
ﾄ
ﾝ
)

9
8
4

9
5
6

9
4
5

9
4
3

9
4
8

8
3
9

-
1
1
.
5
%
(
R
3
比

）

1
人
当
た
り
の
排
出
量
(
k
g
/
人
)

1
6
1

1
5
8

1
5
6

1
5
8

1
6
6

1
5
2

-
8
.
4
%
(
R
3
比

）

事
業
系
生
活
系
排
出
量
合
計
(
ﾄ
ﾝ
)

1
,
5
2
0

1
,
4
2
7

1
,
3
4
4

1
,
4
2
4

2
,
4
6
6

1
,
2
6
7

-
4
8
.
6
%
(
R
3
比
）

直
接
資
源
化
量
(
ﾄ
ﾝ
)

0
0
.
0
%

0
0
.
0
%

0
0
.
0
%

0
0
.
0
%

0
0
.
0
%

0
0
.
0
%

総
資
源
化
量
(
ﾄ
ﾝ
)

5
8
5

3
6
.
0
%

5
6
3

3
6
.
9
%

5
4
9

3
8
.
0
%

5
3
8

3
5
.
4
%

5
4
0

2
1
.
1
%

2
7
4

2
0
.
2
%

埋
立
最
終
処
分
量
(
ﾄ
ﾝ
)

1
,
0
4
2

6
8
.
6
%

9
6
3

6
7
.
5
%

8
9
4

6
6
.
5
%

9
8
1

6
8
.
9
%

2
,
0
1
8

8
1
.
8
%

4
5
9

3
6
.
2
%

一
般
廃
棄
物
処
理
計
画
と
目
標
値
が
異
な
る
場
合
に
、
地
域
計
画
と
一
般
廃
棄
物
処
理
計
画
の
整
合
性
に
配
慮
し
た
内
容

様
式
１

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
等
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１

(
1
)
地
域
名

(
2
)
地
域
内
人
口

4
,
5
4
4
人

2
8
6
.
8
9
k
m
2

(
4
)
構
成
市
町
村
等
名

小
清
水
町

(
5
)
地
域
の
要
件

(
6
)
構
成
市
町
村
に
一
部
事
務
組
合
等
が

　
 
含
ま
れ
る
場
合
、
当
該
組
合
の
状
況

組
合
を
構
成
す
る
市
町
村
 
：
 
－

設
立
さ
れ
て
い
な
い
場
合
、
今
後
の
見
通
し
 
：
 
－

設
立
(
予
定
)
年
月
日
 
：
 
－

エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収

量

過
去
の
状
況
・
現
状
（
排
出
量
等
に
対

す
る
割
合
）

目
標

平
成
2
9
年
度

平
成
3
0
年
度

令
和
元
年
度

令
和
2
年

度
令

和
3
年

度
令
和
1
0
年
度

排
出
量

事
業
系

生
活
系

合
　
計

再
生
利
用
量

最
終
処
分
量

-

－
-

年
間
の
熱
利
用
量
(
G
J
)

－
－

－
－

－
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
回
収
量

年
間
の
発
電
電
力
量
(
M
W
h
)

－
－

－
－
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３
　
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
現
況
と
更
新
、
廃
止
、
新
設
の
予
定

 

（
１
）
現
有
施
設
リ
ス
ト

施
設
種
別

施
設
名

事
業
主
体

型
式
及
び

処
理
方
式

処
理
能
力

（
単
位
）

竣
工
年
月

廃
止
又
は

休
止
（
予
定
）
年
月

解
体
（
予
定
）
年
月

ご
み
堆
肥
化
施
設

生
ご
み
堆
肥
化
施
設

小
清
水
町

堆
積
方
式

2
.5
t/
日

平
成
1
8
年
6
月

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

小
清
水
町

選
別
、
圧
縮
、
保
管

3
.0
t/
日

平
成
2
8
年
3
月

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

粗
大
ご
み
破
砕
施
設

小
清
水
町

破
砕
・
選
別

2
4
.4
t/
日

平
成
1
9
年
3
月

最
終
処
分
場

第
2
期
一
般
廃
棄
物
最
終
処
分
場

小
清
水
町

山
間
セ
ル
方
式
、
準
好
気
性
埋
立

浸
出
水
処
理
方
式
：
回
転
円
板
法

　
　
　
　
＋
凝
集
沈
殿
法
＋
消
毒

3
9
,5
8
1
m

3
平
成
1
7
年
5
月

（
２
）
更
新
（
改
良
）
・
新
設
施
設
リ
ス
ト

施
設
種
別

施
設
名

事
業
主
体

型
式
及
び

処
理
方
式

処
理
能
力

（
単
位
）

竣
工
予
定

年
月

更
新
（
改
良
）
・

新
設
理
由

廃
焼
却
施
設
の

解
体
の
有
無

（
解
体
施
設
の
名
称
）

廃
焼
却
施
設
解
体
事
業

着
手
（
予
定
）
年
月

完
了
（
予
定
）
年
月

想
定
さ
れ
る

浸
水
深
と
対
策

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
再
商

品
化
を
実
施
す
る
た

め
の
施
設
整
備
事
業

備
考

最
終
処
分
場

第
3
期
一
般
廃
棄
物
最
終
処
分
場

小
清
水
町

セ
ル
方
式
、
準
好
気
性
埋
立

1
3
,5
0
0
m

3
令
和
9
年
4
月

現
有
施
設
埋
立
満

了
の
た
め

無
無

浸
水
な
し

浸
水
な
し

小
清
水
町
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

浸
水
な
し

小
清
水
町
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

想
定
さ
れ
る
浸
水
深
と
対
策

備
考

浸
水
な
し

小
清
水
町
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

浸
水
深
0
.5
～
3
m
が
想
定
さ
れ
る
が
、
災
害
等
が
あ
っ
た

場
合
に
は
近
隣
市
町
村
へ
処
理
を
依
頼
す
る
。

小
清
水
町
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
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４
　
生
活
排
水
処
理
の
現
状
と
目
標

年
目

標

指
標

・
単

位
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
1
0
年

度

総
人

口
4
,
9
4
2

4
,
8
4
4

4
,
7
3
5

4
,
6
4
8

4
,
5
4
4

4
,
0
0
0

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

3
,
0
1
9

2
,
9
5
7

2
,
8
8
3

2
,
8
4
7

2
,
7
8
3

2
,
4
1
7

6
1
.
1
%

6
1
.
0
%

6
0
.
9
%

6
1
.
3
%

6
1
.
2
%

6
0
.
4
%

1
,
2
3
0

1
,
2
3
6

1
,
2
5
3

1
,
2
2
5

1
,
2
3
7

1
,
2
7
7

2
4
.
9
%

2
5
.
5
%

2
6
.
5
%

2
6
.
4
%

2
7
.
2
%

3
1
.
9
%

未
処

理
人

口
6
9
3

6
5
1

5
9
9

5
7
6

5
2
4

3
0
6

５
　
浄
化
槽
の
整
備
の
状
況
と
更
新
、
廃
止
、
新
設
の
予
定

基
数

処
理

人
口

開
始

年
月

基
数

処
理

人
口

目
標

年
次

小
清

水
町

3
5
8

1
,
2
3
7

H
6
.
8

1
5

6
5

R
5
～

R
9

整
備

予
定

基
数

の
内

容
備

考

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業

合
併

処
理

浄
化

槽
等

汚
水

衛
生

処
理

人
口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

汚
水

衛
生

未
処

理
人

口

施
設

種
別

事
業

主
体

現
有

施
設

の
内

容

集
落

排
水

施
設

等
汚

水
衛

生
処

理
人

口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

過
去

の
状

況
・

現
況

公
共

下
水

道
汚

水
衛

生
処

理
人

口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率
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単
位

開
始

終
了

令
和

5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
9
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
9
年

度

2
,
3
7
2
,
1
6
0

4
1
5
,
1
7
5
1
,
9
5
6
,
9
8
5

2
,
3
7
2
,
1
6
0

4
1
5
,
1
7
5
1
,
9
5
6
,
9
8
5

1
小
清
水
町

1
3
,
5
0
0

m
3

R
7

R
8

2
,
3
7
2
,
1
6
0

4
1
5
,
1
7
5
1
,
9
5
6
,
9
8
5

2
,
3
7
2
,
1
6
0

4
1
5
,
1
7
5
1
,
9
5
6
,
9
8
5

1
0
,
6
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

7
,
6
2
0

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

小
清
水
町

1
5

基
R
5

R
9

1
0
,
6
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

2
,
1
2
5

7
,
6
2
0

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
,
5
2
4

1
0
0
,
0
2
0

5
1
,
6
2
0

4
8
,
4
0
0

9
4
,
8
0
0

4
6
,
4
0
0

4
8
,
4
0
0

1
小
清
水
町

R
5

R
6

1
0
0
,
0
2
0

5
1
,
6
2
0

4
8
,
4
0
0

9
4
,
8
0
0

4
6
,
4
0
0

4
8
,
4
0
0

2
,
4
8
2
,
8
0
5

5
3
,
7
4
5

5
0
,
5
2
5

4
1
7
,
3
0
0
1
,
9
5
9
,
1
1
0

2
,
1
2
5

2
,
4
7
4
,
5
8
0

4
7
,
9
2
4

4
9
,
9
2
4

4
1
6
,
6
9
9
1
,
9
5
8
,
5
0
9

1
,
5
2
4

○
浄
化
槽
に
関
す
る
事
業

浄
化
槽
設
置
整
備
事
業

合
　

　
　

　
計

総
事

業
費

(
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
(
千

円
）

○
最
終
処
分
に
関
す
る
事
業

最
終
処
分
場
整
備
事
業

○
施
設
整
備
に
関
す
る
計
画
支
援
事
業

ご
み
処
理
施
設
整
備
に
係
る
計
画
支

援
事
業

様
式
２

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
等
事
業
実
施
計
画
総
括
表
２

事
業

種
別

事
業

番
号

事
業

主
体

名
称

規
模

事
業

期
間

備
考

事
業

名
称
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【参考資料様式５】

　都道府県名　：　北海道　

(1) 事業主体名

(2) 施設名称

(3) 工期

(4) 処分場面積、容積 総面積 4,500 m
2 埋立面積 4,500 m

2 埋立容積 13,500 m
3

(5) 処分開始年度
　　及び終了年度

(6) 跡地利用計画

(7) 地域計画内の役割

(8) 廃焼却施設解体工事
　　の有無

(9) 事業計画額

地域内で発生する埋立処分ごみを受入れ、適正処分を行う。

有　　無

2,372,160千円（うち、交付対象事業費　2,372,160千円）

施設概要（最終処分場系）

小清水町

第3期一般廃棄物最終処分場

令和7年度～令和8年度

埋立開始　令和9年度
埋立終了　令和23年度

緑化
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【参考資料様式７】

　都道府県名　：　北海道　

【浄化槽設置整備事業の場合】

区分 基準額合計 総事業費
交付対象
事業費

　　　　５人槽 1,950 2,625 1,950

　６～　７人槽 2,370 3,250 2,370

　８～１０人槽 3,300 4,750 3,300

１１～２０人槽

２１～３０人槽

３１～５０人槽

５１人槽以上

宅内配管費

撤去費

雨水貯留槽
等再利用

改築費（災害）

改築費（長寿命化）

合　　計 7,620 10,625 7,620
基（　人分）

※基数の合計には、宅内配管費、
撤去費、改築費を除く。

　基（　人分）

　基（　人分）

　　基

　　基

　　基

交付対象基数
（　　人分）

　５基（１５人分）

　５基（２０人分）

　５基（３０人分）

浄化槽整備
効率化事業費

台帳作成費

計画策定等調査費

効果的な転換促進及び
管理適正化推進費

　　基

　　基

　基（　人分）

　基（　人分）

(3) 事業の実施目的及び内容
生活環境の保全及び公衆衛生の向上のため、個人が浄化槽を設置する費
用を助成する。

施設概要（浄化槽系）

(1) 事業主体名 小清水町

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

○事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

(4) 事業期間 令和5年度～令和9年度

(5) 事業対象地域の要件
人口　面積　沖縄　離島　奄美　〇豪雪　山村　半島　〇過疎
その他

(6) 事業計画額
総事業費　10,625 千円（整備計画人口　65人分）
　選定額　 7,620 千円　所要額　7,620 千円
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【参考資料様式８】

　都道府県名　：　北海道　

(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称

(4) 事業期間

(5) 事業概要

(6) 総事業計画額 100,020千円（うち、交付対象事業費　94,800千円）

計画支援概要

小清水町

第3期一般廃棄物最終処分場整備のため

小清水町第3期一般廃棄物最終処分場事業（事業番号1）に関する計画支援事
業

令和5年度～令和6年度

測量調査、地質調査、生活環境影響調査、基本設計、実施設計



添付 8 

トレンドグラフ（小清水地域） 
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3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

事
業
所
数
［
事
業
所
］

人
口
［
人
］

年度

人口と事業所数

人口 事業所数

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

1人
あ
た
り
の
排
出
量
［

kg
/人
］

年度

ごみ排出量

生活系ごみ 事業系ごみ

0

1

2

3

4

5

6

0

50

100

150

200

250

300

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

1事
業
所
あ
た
り
の
排
出
量
［

t/
事
業
所
］

1人
あ
た
り
の
排
出
量
［

kg
/人
］

年度

排出量原単位

1人あたりの排出量 1事業所あたりの排出量
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0
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リ
サ
イ
ク
ル
率
［
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］

総
資
源
化
量
［

t］

年度

総資源化量とリサイクル率

総資源化量 リサイクル率
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40%
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分別区分と主な対象品目 

 

分別区分 主なごみの種類 

一般ごみ 

紙類（紙おむつ、紙くず、写真、吸殻、封筒、はがき）、木製品（花火、マッチ、まな
板）、衣類・布（服などの衣類、ぬいぐるみ、バッグ）、プラスチック（台所用品、バ
ケツ、文房具、ポリタンク）、金属（なべ、フライパン、スプーン、カセットボン
ベ）、陶磁器・ガラス、小型家電（電話機、携帯電話、ラジカセ、パソコン、アイロ
ン、電子レンジ）、その他（時計、貝殻・かに殻、傘、CD・DVD、ゴム製品） 
※リサイクルできる衣類、小型家電は回収ボックスを設置しています。 

生ごみ 野菜や果物の皮、卵の殻、魚の骨、草や花 

粗大ごみ 一般ごみの袋に入らないもの 

 空き缶 アルミ缶、スチール缶 
※塗料、シンナーなどの缶は一般ごみ 

資 びん びん類 
※薬品、農薬、油のびんは一般ごみ 

 ペットボトル ペットマークが付いているもののみ対象 
※油のボトルは一般ごみ 

 プラスチック
製容器包装 

プラマークが付いているもののみ対象 
※対象外：商品そのもの（ストロー､歯ブラシ、洗面器など）、中に異物が付着し、取り
きれないもの（歯磨きのチューブなど）、油や農薬の容器、ほかの素材と一体となってい
て、分けることができないもの 

源 紙製容器包装 紙マークのみ対象（お菓子やティッシュの箱、紙袋、包装紙、ラップやアルミの芯など） 
※対象外：厚紙、封筒、商品そのもの（カレンダー、色紙など）、汚れが取れないもの 

 発泡スチロー
ル 

肉や魚のトレイ、魚箱、緩衝材などが対象 
色のついたトレイも対象 

 ダンボール ダンボール 
※ろう引き加工されているものは一般ごみ 

 紙パック類 紙パック類 
※内側がアルミ箔のものは紙製容器包装 

物 新聞類 新聞紙、折込チラシ、宅配紙 

 雑誌類 週刊誌、カタログ、パンフレット 

有害ごみ 蛍光管（割れないように箱に入れる）、乾電池（拠点回収） 
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施設位置図 
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生活排水処理計画図 
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ハザードマップ① 
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ハザードマップ② 
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ハザードマップ③ 
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国土強靭化地域計画（事業が記載されている部分の抜粋） 

 

※小清水町国土強靭化地域計画（令和 4 年 3 月改訂）p.36 から抜粋 


